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価格転嫁・パートナーシップ構築宣言に係る実態調査アンケート業務委託要領

静岡県（以下「甲」という。）を委託者とし、○○○○○○（以下、「乙」という。）を受託者として、

令和○年○月○日付けで締結した価格転嫁・パートナーシップ構築宣言に係る実態調査アンケート業

務委託については、契約書に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。

第１ 業務概要

労務費の価格転嫁や賃上げ等の状況を把握するため、県内企業 10,000 社を対象に実態調査アンケー

トを実施するほか、調査結果の分析業務を行う。

第２ 業務計画

乙は、本業務の実施に先立ち、業務内容や業務完了予定年月日を記載した委託業務実施計画書（様

式第１号）を甲に提出し、承認を受けるものとする。

第３ 委託業務の内容

１ 調査対象企業の企業データ購入又は抽出

・乙は別表の内容に基づき、調査対象企業 10,000 社の企業データを購入すること。ただし、乙が企

業データを販売しており、別表の内容を備えた販売用企業データを有している場合には、それらの

データから調査対象企業 10,000 社を抽出することも差し支えない。

・調査対象企業 10,000 社の企業データ購入又は抽出にあたっては、資本金が 1億円以上の企業（以

下、大企業とする）の企業データ 200 社分を購入又は抽出すること。

２ 実態調査アンケートの実施

・乙は、１において企業データを購入又は抽出した調査対象企業に実態調査アンケートを実施する

こと。

・調査依頼は、郵送又はメールにて行うこと。

・企業からの回答は、郵送又はメールにて受け付けること。ただし、乙が独自のオンラインシステ

ムを有しており、それを利用した回答が可能である場合は、システムによる受付も差し支えない。

・調査票の全体回収率は 10％（1,000 件）と想定して、調査の準備等を行うこと。

・質問項目については、甲が令和５～７年度に実施した「価格転嫁・パートナーシップ構築宣言に

係る実態調査アンケート」の項目を基に、新たに労務費の価格転嫁や賃上げ等の状況を把握するた

めの項目を企画し、甲と連携して調整を行うこと。

・調査期間は１か月以上とすること。

３ 調査結果の分析及び甲への報告

・調査結果の分析方法は、①単純集計 ②クロス集計 ③①②の集計に伴うグラフ作成は必須とし

たうえで、事前に分析方法案を甲に提示し、協議して決定すること。

・令和８年 10 月 16 日までに分析結果をレポートにまとめ、実績報告書類とともに甲に提出するこ

と。
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第４ 実施スケジュール（予定）

以下のスケジュールを基本として、甲と調整して決定する。

７月中旬 調査業務委託契約締結

７月中旬から７月下旬 調査準備（企業データ購入・調査項目調整等）

８月上旬から９月中旬 調査票送付、回収

９月中旬から 10 月下旬 調査結果分析、実績報告

第５ 成果品

１ 成果品

・成果品の内容は次のとおりとする。

(1)購入又は抽出した調査対象企業 10,000 社の企業データ

(2)調査ローデータ（電子データ）

(3)調査分析結果（電子データ・紙媒体２部）

なお、本県において追加の分析を実施できる状態で提出すること。

２ 納品期日（予定）

・令和８年 10 月 16 日（金）

３ 納品場所

・静岡県経済産業部商工業局商工振興課（〒420-8601 静岡県静岡市葵区追手町９番６号）

第６ 様式

委託業務に関する書類の様式は、次のとおりとする。

１ 契約書第 10条の委託業務実施計画書及び委託業務収支予算書は、様式第１号及び第２号によ

る。

２ 契約書第 12条の委託業務実績報告書及び委託業務収支決算書は、様式第３号及び第４号によ

る。

３ 契約書第４条の請求に係る請求書は、様式第５号による。

第７ その他

１ 乙は、甲と連絡調整を十分に行い、円滑に業務を実施すること。

２ 乙は、価格転嫁に関するデータ分析・評価、調査・研究等に関して、十分な見識と業務実績がある

者を総括責任者として設定すること。

３ 甲が業務実施過程において、乙に仕様変更の協議を申し出た場合は、乙は委託料の範囲内において

仕様変更に応じること。

４ 乙は、業務の実施において知り得た県及び関係機関の機密情報及び業務運営上取り扱う個人情報

については、契約書別記１「個人情報取扱特記事項」に基づいて、適正に管理すること。

５ その他本契約の範囲内において、この仕様書に記載のない事項については、関係者と協議し、決

定する。
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別表

区 分 内 容

購入条件

又は

抽出条件

①本所所在地を静岡県内に持つ企業

②静岡県の産業別（日本標準産業分類の大分類）企業数の割合を参考に、産

業別の抽出企業数を設定（下表参照）

ただし、鉱業・採石業・砂利採取業、郵便業、公務は除く

③大企業に分類される企業 200 社分の企業データを購入又は抽出する

データ種目

① 企業概要（所在地、郵便番号、電話番号等の連絡先）

② 業態（産業分類）

③ 業績１期分（売上高）

④ 規模・資本（資本金、従業員数、事業所数）

⑤ 代表者（役職名、氏名）

産 業 構成比(%) 抽出件数(件)

農林水産業 0.7 70

建設業 10.6 1,060

製造業 10.6 1,060

電気・ガス・熱供給・水道業 0.3 30

情報通信業 1.0 100

運輸業 2.7 270

卸売業・小売業 24.1 2,410

金融業・保険業 1.7 170

不動産業・物品賃貸業 7.0 700

学術研究、専門・技術サービス業 4.7 470

宿泊業・飲食サービス業 11.2 1,120

生活関連サービス業、娯楽業 8.7 870

教育、学習支援業 3.3 330

医療・福祉 8.5 850

複合サービス業 0.6 60

サービス業

（他に分類されないもの）
4.3 430

合計 100 10,000
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様式第１号

静岡県知事 川勝 平太 様

所在地

名 称

代表者

委託業務実施計画書

令和 年 月 日付けで契約した価格転嫁・パートナーシップ構築宣言に係る実態調査アンケート業

務委託について、下記のとおり業務を行いたいので、契約書第 10 条の規定により提出します。

記

１ 業務内容

２ 収支予算書 別添様式第２号のとおり

３ 完了予定年月日 令和 年 月 日

区 分 内 容 実施予定時期 備 考

総括責任者 職名・氏名

担 当 者
職名・氏名

連絡先
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様式第２号

委託業務収支予算書

（単位：円）

委託業務の内容
収 入 支 出

費 目 予 算 額 積算の根拠 費 目 予 算 額 積算の根拠

計
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様式第３号

静岡県知事 川勝 平太 様

所在地

名 称

代表者

委託業務実績報告書

令和 年 月 日付けで契約した価格転嫁・パートナーシップ構築宣言に係る実態調査アンケー

ト業務委託について、下記のとおり業務が完了したので、契約書第 12 条の規定により提出します。

記

１ 実施業務内容

２ 収支決算書 別添様式第４号のとおり

３ 完了年月日 令和 年 月 日

区 分 内 容 実施時期 備 考
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様式第４号

委託業務収支決算書

（単位：円）

委託業務の内容
収 入 支 出

費目 予算額 決算額 差引 内 訳 費目 予算額 決算額 差引 内 訳

計
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様式第５号

請 求 書

金 円

ただし、価格転嫁・パートナーシップ構築宣言に係る実態調査アンケート業務に係る業務委託契

約書第４条の規定に基づき、上記のとおり請求します。

年 月 日

静岡県知事 川勝 平太 様

所在地

名 称

代表者 氏 名

口座振替先金融機関名

口座種別 No.

発行責任者 職名・氏名

担 当 者
職名・氏名

連絡先


